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第１章 プロジェクトの概要 

 

１．プロジェクトの名称・目的 

 

（１）名称 

プロジェクト NUDGE 

－京都のオーバーツーリズムに挑む－ 

 

（２）目的 

本学が所在する京都市では、近年、オーバーツー

リズムという問題が深刻化している。日本語に訳せ

ば、観光公害と呼ばれているこの課題は、観光地で

ある京都を圧迫しかねない状況となっている。2020

年初頭から猛威をふるった新型コロナウイルス感染

症の流行は落ち着きを見せ、国内外から多くの観光

客が京都を訪れている。特に、清水寺や祇園、伏見

稲荷大社、金閣寺、銀閣寺などの有名な観光地は連

日賑わっている。 

しかし、増加する観光客の対応に追われ、私たち

の市民サービスは、深刻な問題となっている。例え

ば、京都市内の観光に便利な京都市バスでは、市民

がバスに乗車できないという状況が相次いでいる。

そのため、本来の市民サービスが市民に還元できて

いないという状況となっている。 

本プロジェクトでは、人文科学を専攻するメンバ

ー全員で、地域の課題解決を目指していく。研究代

表者である小森は、社会科教育学を研究対象とし、

とりわけ交通正義からの視点を、研究分担者である

黒川は社会科教育学を研究対象としており、とりわ

け歴史教育からの視点を、平岡は、歴史学を研究対

象としており、歴史学からの視点を軸にそれぞれ研

究を進めていく。特に、ナッジ理論を応用し、市民

と観光客がともに困らない策は何かを追究していく。 

そのために、先進的な事例で注目を浴びる諸地域

に訪問し、フィールドワークから得た理論と実践を、

京都市における課題に対応させ、京都市の課題解決

を目指していく。 

 

（３）SDGs との関連 

観光客の急増により、地元住民の生活環境が悪化

し、公共交通機関やインフラの過剰使用、歴史的建

造物や自然環境の劣化といった課題が深刻化してい

る。このような状況は、ユニセフの SDGs ターゲッ

ト 11「住み続けられるまちづくりを」に直接関係す

ると考え本プロジェクトを発案するに至った。 

ターゲット 11 の中でも特に関連するのは以下の

目標である。 

 

11.3：2030年までに、だれも取り残さない持続可

能なまちづくりをすすめる。すべての国で、

だれもが参加できる形で持続可能なまちづ

くりを計画し実行できるような能力を高め

る。 

11.4：世界の文化遺産や自然遺産を保護し、保っ

ていくための努力を強化する。 

 

これらを達成するために、京都市では観光客の行

動を変える施策が求められている。ここでナッジ理

論が有効な手法として注目される。ナッジ理論の具

体的な説明は、後述するが、本調査では、ターゲッ

ト 11 を達成するために、ナッジによるアプローチ

を思考し研究することとした。 

 

２．代表者および構成員 

・代表者 

小森洋志 大学院 公共・文化プログラム 2回生 

 

・構成員 

黒川侑馬 大学院 公共・文化プログラム 2回生 

 

平岡慎也 大学院 公共・文化プログラム 2回生 

 

３．助言教員 

 小栗優貴先生（社会科学科） 
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第２章 研究内容・研究の実施経過 

 

１．研究内容 

本プロジェクトは、オーバーツーリズム問題の実

態調査と解決策の模索を目的として、計画的に進め

られた。 

 

（１）本プロジェクトの実施経過 

 

2025年 

【5月】プロジェクト発足 

【6月～7月】昨年度の研究調査を振り返り、京都市

で起きているオーバーツーリズム問題

の課題を文献や調査等で探る。 

【6月～7月】フィールドワーク都市の選定と視点の 

整理 

【7月～9月】京都市における実態把握調査の実施 

【9月】鎌倉市における先進的な事例を学ぶ（FW） 

【9 月～10 月】NUDGE 理論を応用したオーバーツー

リズム対策の方策を考察する。 

【10月～12月】調査を通して得られたアイデアにつ 

       いて、関係機関へ提案・調査研究の 

       まとめ 

2026年 

【1月】研究発表会 

 

（２）研究モデル都市の選定について 

今回、調査を行うモデル都市を選定するにあたり、

京都市と同様の大規模観光地である鎌倉市を比較調

査することとした。 

 

① 鎌倉市－大規模観光地におけるオーバーツーリ 

ズム問題 

 

高坂（2024）によれば、オーバーツーリズム発生

地のタイプには、「人気観光拠点型」「リゾート型」

「稀少資源型」に分類されるという。このタイプの

うち鎌倉市と京都市は、「人気観光拠点型」に分類さ

れる。昨年度は、石見銀山、宮島、京都市をそれぞ

れ調査したが、今年度は、京都市と同様の「人気観

光拠点型」という特徴をもつ鎌倉市を調査すること

によって、鎌倉市での先進的な事例を京都市に応用

することをねらいとした。 

高坂（2024）によれば、1）アクセスが便利なため、

観光客数の総量規制は困難であること、2）インフラ

や周辺開発が進んでおり、分散の選択肢が多彩であ

ることが人気観光拠点型の特徴として述べられてい

る。また、高坂（2024）を踏まえれば、この人気観

光拠点型の可能な対策としては、周辺観光地への誘

導、入場規制、高額な入場・利用料、一定範囲内の

立ち入り規制等が挙げられている。こうしたことか

ら、今年度は、鎌倉市及び京都市の調査において、

分散に着目し、研究を進めた。鎌倉市役所観光課で

のインタビュー調査や、江ノ電鎌倉高校前駅、江ノ

電鎌倉駅等での NUDGE を活用した事例の調査や

フィールドワーク等を実施した。 

 

② 京都市－大規模観光地におけるオーバーツーリ 

ズム問題 

 

京都市は世界遺産に登録されるような歴史的建造

物や伝統的な料理など豊かな文化体験が魅力な都市

である。2023年度には 5028万 1000人を記録してお

り、日本でもトップクラスに観光客が多い大規模観

光地であるといえる。京都市には多様な観光スポッ

トが点在しており、観光客の動きが広範囲にわたる

ため、公共交通機関の活用が必須である。このよう

な広範囲に観光客が分布する場所での行動変容を図

るためには、NUDGE 手法を活用したアプローチが

適している。特定の時間帯や場所での訪問行動をコ

ントロールし、混雑を避けることで、全体的な観光

体験の質を向上させることが可能となる。京都市の

ように多様な観光資源があり、観光行動が複雑であ

る都市では、NUDGE の有効性を広範囲にわたって

検証することができる。 

 

２．本研究における理論的枠組み 

 

（１）NUDGE の基本原則 

ナッジ理論とは、人々の選択や行動を自然に促す

手法である。この概念は、2008年にリチャード・セ

イラーとキャス・サンスティーンの著書『NUDGE: 
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THE FINAL EDITION』で広く紹介され、注目を集

めた。「ナッジ」とは英語で「軽くつつく」という意

味であり、強制や命令ではなく、さりげない誘導に

よって望ましい行動を引き出すことを目指す。また

キャス・サンスティーンは、ナッジそのものは意図

する、しないに関わらず生活に溶け込んでいると指

摘する。 

ナッジ理論には「選択アーキテクチャ」という選

択するための背景となる概念が密接に関わる。選択

アーキテクチャとは、人々が意思決定を行う際の材

料になるもので、例えば家具店における配置であっ

たり、健康食品のパッケージであったりする。ナッ

ジは、この選択アーキテクチャを土台にしつつ、個

人がより望ましいとされる方へ選択できるように導

く手法である。 

一方、操作や強制とは、人々を意図的に誘導する

行為であり、ナッジとは異なる。例えば銃を持って

脅しながら金銭を要求することは、渡すか、渡さな

いかの選択は自由ではなくなってしまうからナッジ

ではないということである。ナッジは個人の自由な

選択を尊重する点で、操作とは一線を画している。

ナッジというのは驚くほど生活に溶け込んでおり、

また私たちは受け入れている。 

その上で公共、民間双方の部門に関係するナッジ

をまとめた William Hagman'Public views on 

policies involving nudges'（2015）を本稿のナッジ活

用の枠組みとした。ここでは大きく二つに大別して

いる。1つはPro-self Nudges（自己利益重視ナッジ）、

もう 1つは Pro-social Nudges（社会的利益重視ナッ

ジ）である。 

本調査では、社会全体の利益を重視し、個人が社

会的利益に貢献できるように促す Pro-social 

Nudges に限定して論じる。 

 

注：Pro-social Nudge の具体例（キャス・サンステ

ィーン『ナッジで人を動かす』訳田総恵子 NTT

出版 2020 年を参考にオーバーツーリズム問題

に合致するよう一部改変） 

 

①環境保護 

観光地で階段とエスカレーターの使用に関して、

「階段を使用することで環境保護に貢献し、観光地

の自然や文化的景観の維持を助けます」といったメ

ッセージを掲示する。これにより、訪問者に環境負

荷を軽減する行動（階段利用）を促進する。 

 

②情報開示 

観光地内で販売される商品において、環境に配慮

した地元産製品には「青いラベル」を、環境負荷が

高い輸入品には「赤いラベル」を貼る。この視覚的

な表示により、訪問者が環境にやさしい商品を選び

やすくする。 

 

③デフォルトルール 

観光地の入場料に環境保護活動への寄付金をデフ

ォルトで含める仕組みを採用する。訪問者が寄付を

拒否する場合は、明示的に選択する必要がある。 

 

④社会的証明の活用 

観光地内でリサイクルや環境に配慮した行動を取

った訪問者の割合を公表する。たとえば、「80%の訪

問者が地元産の製品を選んでいます」と表示するこ

とで、他者の行動が社会的基準として作用し、同じ

行動を促す。 

 

⑤行動インセンティブ 

観光地の駐車場において、公共交通機関を利用し

て来た訪問者には特典（例：割引や無料のガイドツ

アー）を提供する。これにより、訪問者が環境負荷

の少ない移動手段を選びやすくする。 

 

（２）理論の深化：情報の制御による行動変容 

今年度の調査により、従来の「情報開示」による

誘導に加え、新たな視点として「情報の意図的な制

限・制御」という可能性が浮上した。これは、鎌倉

市役所での聞き取り調査において、特定の観光スポ

ットをあえてマップに掲載しないことで、住宅街へ

の流入防止や観光客の分散をねらう戦略が確認され

たことによる。この手法は、情報提供を行う宮島や

京都市の事例とは対照的であり、「情報開示ナッジ」

の応用として、情報の取捨選択が人々の認知や行動

範囲をコントロールする強力な手段となり得ること
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を示唆している。 

 

３．オーバーツーリズム問題とは何か？ 

オーバーツーリズム問題とは、観光地に訪れる観

光客が過剰に増加することで、地域社会や環境に深

刻な影響を及ぼす現象を指している。この問題は、

観光が地域経済に利益をもたらす一方で、その持続

可能性が脅かされる状況をもたらしている。 

オーバーツーリズムが引き起こす具体的な問題点

には、観光客の急増があげられる。地元住民の生活

にさまざまな形で負の影響を与えている。例えば、

観光地周辺では交通渋滞や駐車場不足が常態化し、

移動の不便さが増大していることなどがある。また、

観光客による騒音やゴミの増加、歴史的建造物や自

然環境への過度な負荷が問題視されている。特に、

文化遺産が多く集まるエリアでは、人の流入による

物理的な劣化や破損が進み、文化的価値の喪失が懸

念されている。 

観光地の経済にも影響が及んでいる。観光業が活

発化することで、地元の生活コストが上昇し、家賃

や物価が高騰するケースが多く見受けられる。この

結果、地元住民が経済的に圧迫され、観光地からの

移住を余儀なくされる場合がある。また、観光客向

けの店舗や施設が増加する一方で、地元住民の日常

生活に必要なインフラが不足する状況も問題視され

ている。オーバーツーリズムの主な原因には、複数

の要因が絡み合っている。まず、SNS やインターネ

ットの普及が観光地の知名度を急速に高め、観光客

を引き寄せる一因となっている。特定の場所が「映

えスポット」として拡散されることで、短期間に大

量の観光客が集中する現象が起きている。また、格

安航空会社の台頭やオンライン予約サービスの普及

により、旅行のコストが低下し、誰もが気軽に観光

地を訪れることが容易となった。これにより、一部

の観光地に訪問者が集中しやすくなり、オーバーツ

ーリズムを助長することにつながっている。 

さらに、観光政策やインフラの未整備も問題の一

因に挙げられる。多くの観光地では、訪問者数を効

果的に管理する仕組みが整っておらず、地域の収容

能力を超える観光客を受け入れてしまうことがある。

また、地元住民や観光事業者との協力不足により、

観光と地域社会のバランスが崩れるケースも見受け

られる。 

これらの問題に対する解決策としては、訪問者数

を制限する政策が挙げられる。一部の観光地では、

入場制限や事前予約制を導入し、過剰な混雑を防ぐ

取り組みが行われている。また、観光地の維持管理

費を賄うために観光税を導入し、その収益を環境保

護やインフラ整備に活用する例もある。また、観光

地の分散化を図ることも重要である。有名な観光地

に集中する観光客を分散させるために、新たな観光

地の開発や、地域特有の文化や自然を活かした観光

プログラムの提供が効果的だろう。これにより、観

光地の負担を軽減し、地域全体の観光収益を向上さ

せることが期待される。 さらに、地域社会との連携

を強化することも必要だと考えられる。地元住民や

観光事業者が協力して持続可能な観光モデルを構築

し、地域の文化や自然を守りながら観光を推進する

ことが求められる。たとえば、エコツーリズムやコ

ミュニティベースドツーリズムといった取り組みは、

地域資源の保護と観光振興を両立させる方法として

注目されている。加えて、観光客自身の意識改革も

重要である。観光地を訪れる際には、その地域の文

化や環境に配慮し、責任ある行動を取ることが求め

られる。観光地の持続可能性を守るためには、観光

客と地域社会、観光事業者が一体となって取り組む

必要がある。 

以上のように、オーバーツーリズム問題は複雑で

多面的な課題であるが、適切な政策と地域社会の協

力を通じて解決の道筋を見出すことが容易となる。

持続可能な観光の実現に向けて、観光地と訪問者の

双方が協力し、調和の取れた関係を築いていくこと

が求められる。 

 

４．オーバーツーリズムと NUDGE の活用 

 

ナッジ理論は、日常生活のさまざまな場面で活用

されている。例えば、公共施設のトイレで「いつも

綺麗に使っていただきありがとうございます」と呼

びかけるステッカーを貼ることで、丁寧に使用する

割合が向上する効果が確認されている。さらにオー

バーツーリズム解消に向けても、期待されている。 
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京都市では、ナッジ理論を活用した取り組みが多

数見られる。例えば、四条河原町交差点付近では、

タクシーの違法駐停車を減少させるための看板が設

置されている。この看板は、直接的な禁止や罰則を

示すのではなく、視覚的な工夫やメッセージによっ

てドライバーの行動を変容させることを狙っている。

実際に、この看板の設置により、違法駐停車時間が

約 90％減少する効果が確認された。このほかにも、

バスの待ち列に線を引くことで、自然と整列するこ

とを促し、道に広がらないようにしていることも街

中でよく目にするようになった。これも、ナッジの

一つの例である。 

 

第３章 フィールドワークを通して得られた結果や 

成果 

 

１．調査方法 

本研究では、調査方法としてフィールドワークを

採用した。 

フィールドワークとは、地域調査において現地に

直接赴き、観察やインタビューなどの方法を用いて

情報を収集する調査手法である。この方法は、対象

地域の実態を深く理解し、理論やデータだけでは捉

えきれない現地特有の状況や課題を把握するために

用いられている。本研究では先述の通り、同じ人気

観光拠点型としての特徴を持つ鎌倉市と京都市の 2

地点を調査対象としてフィールドワークを行う。 

鎌倉市における調査では、行政担当者への聞き取

り調査と現地での観察を通じて、既存政策の分析を

行うことを目的として実施した。聞き取り調査は、

鎌倉市役所の市民防災部観光課の方を対象に行った。

観光客の分散を中心に、観光客の誘導、およびマナ

ー啓発のために導入されている具体的な施策などに

ついて質問を行うことで、行政が認識している課題

や対策の実態を明らかにすることを試みた。 

並行して実施した現地観察では、主要スポットの

ひとつである江ノ電沿線や、行政担当者へのインタ

ビュー調査で言及された地点を対象とした。主要な

観光スポットや観光客が流入する住宅地の生活道路

において、それらの行政施策が観光客の意思決定や

空間的なふるまいに及ぼしている影響を記録した。

標識の文言や、視覚的な誘導表示、物理的な柵、路

面標示などといった環境要素に注目し、それがいか

に機能し観光客の無意識的な行動変容を引き起こし

ているかを分析した。 

京都市においては、公共交通機関、特に市バスの

混雑緩和を目的としたリアルタイム運行情報の発信

の取り組みに着目した。この取り組みは、令和 7 年

11月 14日～令和 7年 11月 30日までの期間、実施

エリアは祇園や清水道など東山エリアの一部停留所

において限定的に実施されたものである。この実践

の場においては、調査者自身が実際にリアルタイム

運行情報を参照しながら実際にバスに乗車するとい

う直接体験を重視した。実際の提案にあたり不可欠

であるナッジのユーザーの視点を徹底的に内面化す

るため、リアルタイム情報の発信の仕方や、停留所

での状況、車内の実際の混雑状況との整合性を調査

した。併せて、市バスが普段の運行の中でどのよう

な困りを抱えているかという部分についても直接体

験を通じて明らかにしようと試みた。 

データの記録と分析にあたっては、実際に体験す

ることを重視したため、現地でのメモ・写真撮影を

もとにした記述的分析を用いた。この実体験に基づ

くミクロな観察データを、具体的な改善案として設

計するための基盤として活用した。 

 

２．調査結果 

 

（１）鎌倉市での調査結果 

 

鎌倉市役所での聞き取り調査の結果、江ノ電沿線

や特定の観光スポットへの過度な集中、およびそれ

に伴う住宅街や私有地への観光客の流入が深刻な地

域課題となっている実態が明らかになった。行政側

はこれまで、多言語の看板設置によるマナー周知な

どの対策を継続してきたが、実際には流入する観光

客の絶対数が多すぎるために、こうした既存の取り

組みそのものが実質的に無効化されており、受け入

れ側のキャパシティが限界を迎えているという認識

が示された。こうした物理的な対策の限界を踏まえ、

鎌倉市では観光資源のすべてを提示するのではなく、

あえて観光マップに掲載しないスポットや道を設定
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するという、意図的な情報制御戦略を採用している。

これは情報を全面的に開示することで、行動の変容

を促す宮島や京都市の事例とは対照的であり、「情報

開示としてのナッジ」の概念を反転させた応用と位

置付けられる。すなわち、情報をあえて制限・制御

することで、観光客の動線を間接的にコントロール

し、特定エリアへの集中回避と分散をねらう戦略的

な意図が確認された。 

続いて実施した現地での観察調査では、聞き取り

調査で得られた対策の無効化という行政側の危機感

が実際に裏付けられる結果となった。江ノ電沿線の

主要駅周辺や特定の観光スポットにおいては、看板

による注意喚起がなされているにもかかわらず、著

しい混雑状態によって行動変容を促すことが困難で

あると推察される。聞き取り調査で指摘された通り、

観光客の絶対数が対策の許容範囲を凌駕しているた

めに、物理的な案内や規制が効果的に機能していな

い状況が確認された。観察時には確認されなかった

が、私有地への立ち入りといった生活圏への流入問

題も十分起こりうる実態があった。 

以上の結果から、観光客の行動変容を促すうえで

は情報を開示するだけではなく、情報提供のあり方

そのものを調整・制御する必要性が一層明確になっ

た。 

 

（２）京都市での調査結果 

 

京都市での調査の結果、以下の 2 点が改善すべき

課題として特に明らかになった。 

1 点目は、リアルタイム運行情報の表示方法に関

する課題である。運行情報がリアルタイムで提供さ

れることにより、乗車予定のバスが混雑しているか

否かを事前に把握できる点は、利用者の行動を見直

すきっかけとなり得るものであり、一定の有効性が

認められる。実際に、調査者自身も情報を参照する

ことで、乗車の可否や待機の判断を行う場面が見ら

れた。 

しかしながら、混雑状況の示し方が抽象的である

ため、情報を受け取った利用者が、自身の行動を見

直すべきかどうかを直感的に判断しにくく、結果と

して行動変容を十分に促しているとは言い難い。混

雑しているという事実をわかりやすく、伝わりやす

くするような表示方法が求められる。すなわち、利

用者に「このまま乗るよりも、行動を変えた方がよ

いかもしれない」と感じさせるような切実性を喚起

する情報設計への改善が必要である。 

2 点目は、バス車内における乗車口付近への乗客

の過度な集中である。これはリアルタイム運行情報

を観て乗車を判断した後の、乗車プロセスの質を評

価した結果、情報提供だけでは解決できない課題と

して認識したものである。調査の中で、車内全体と

しては比較的余裕があるにもかかわらず、乗車口付

近に人が滞留することによって、実際以上に混雑し

ているように見える状況が繰り返し確認された。こ

のような状況は、後続の乗客にとって心理的な乗車

障壁となるだけでなく、円滑な乗降や車内移動を妨

げ、結果として混雑感を増幅させていると考えられ

る。 

したがって、乗車口付近への集中を緩和し、乗客

を車内全体へと自然に分散させるための工夫が不可

欠である。これは単に物理的な配置の問題にとどま

らず、車内での行動をどのように誘導するかという

情報提示や環境設計の在り方とも深く関わる課題で

ある。 

本研究では、以上の 2 点をふまえ、利用者の行動

変容を促すナッジの観点から、次章にて具体的な改

善提案を行う。 

 

第４章 オーバーツーリズム解決に向けた具体的な 

提案 

 

本プロジェクトの集大成として、京都市が抱える

喫緊の課題に対し、ナッジ理論を応用した具体的な

施策を提案する。 

 

1．提案の必然性と選定理由 

本プロジェクトが、大規模な設備投資を伴わない

「小規模なデザイン変更」を提案するに至った背景

には、以下の要因がある。 

 

①実務的制約と即時性 

学生主体のプロジェクトとして、多額の予算や長

期間の工事を伴う対策は現実的ではない。そのため、
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ステッカーの貼付やシステム上の表示変更といった、

低コストで即時に実施可能な「小さな変更」による

解決を模索した。 

 

②既存施策の限界とニーズ 

現在、市バス車内では扉開閉エラーを防ぐための

自動音声や運転手のアナウンスが行われているが、

スマートフォンやイヤホンの使用、あるいは言語の

壁により、その効果は限定的である。注意力の分散

や言語の隔たりを超え、誰にでも直感的に伝わる「視

覚的・心理的アプローチ」への転換が不可欠である

と考えた。 

実際の FWの結果、扉付近の滞留がセンサーに触れ

ることによる「扉開閉エラー」が運行遅延の直接的

な要因となっていることが判明した。この課題を解

消することは、公共交通の信頼性回復に向けた喫緊

の課題である。 

 

2．デザイン原則 

提案のデザインには、以下の海外事例の原則を応

用する。それが、ダイナミック・スピード・ディス

プレイ・サイン（DSDS）である。ドイツのベルリン

では、制限速度の遵守に対して「笑顔」、超過に対し

て「悲しい顔」を表示するという交通事例がある。

この検証により、単なる数値よりも感情的なアイコ

ンの方が、直感的な行動変容に繋がることが証明さ

れている。 

そのため、情報を読み取って論理的に判断させる

のではなく、一目見ただけで状況を把握し、反射的

に行動を変えさせる「ヴィジュアル優先」のデザイ

ンを構築する。 

 

3．具体的なデザイン案の概要 

本報告書ではその設計思想を提示する。 

 

【提案 1】市バス扉床面へのナッジ・デザイン 

 

乗客が心理的に「その場に立ち止まりにくい」と

感じ、自然に車内奥へ進むよう誘導するデザインを

行う。 

ハッチング（斜線）デザイン：産業用の「Keep Clear」

を参考に、赤白の斜線模様を採用する。ドアに対し

て斜めの線にすることで心理的な「不安定感」を演

出し、無意識にその場所を避けるよう促す。 

誘導用矢印のデザイン：フランスの交通会社

Keolis の事例に着想を得て、車内奥へと向かう矢印

を配置し、スムーズな詰め込みを物理的ではなく視

覚的に誘導する。 

忌避感を利用したデザイン：床面に「汚れ（ペン

キ染み）」を模したイラストを配置することで、本能

的な回避行動を誘発し、滞留を防止する。 

 

【提案 2】リアルタイム混雑情報の視覚化 

 

今秋、実証実験が行われた混雑情報表示に対し、

直感的な「顔文字（エモーショナル・ナッジ）」を追

加する。 

テキストメッセージ（「大変混雑しています」「空

席があります」等）に合わせ、混雑時には「悲しい

顔」、空席時には「笑顔」のアイコンを表示する。 

行動変容のねらい：アイコンによる心理的な充足

感や圧力を利用し、満員バスへの無理な乗車を思い

とどまらせ、次便や空いている便への自発的な分散

を期待する。 

 

第５章 まとめと反省、今後の展望 

 

１．SDGs の検証・予想の変容 

 

調査を進める中で、オーバーツーリズム問題に対

するナッジの活用は、当初想定していた通りの

SDGsターゲット 11「住み続けられるまちづくりを」

に大きく関連していた。 

 

11.4：世界の文化遺産や自然遺産を保護し、保って

いくための努力を強化する。 

 

特にこのターゲットは、鎌倉市でも対策が取られ

ていたように、観光都市が対策を施して目指してい

た。京都においても混雑が進む有名観光地（例：清

水寺や嵐山）から、周辺地域の文化的・自然的価値

のある場所に観光客を分散させるため、観光案内を

工夫させたり、自動車や観光バスによる影響がでな
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いように歩くことを推進させたりと数多く京都に存

在する世界遺産の保護を行っていた。それ以外にも

「静かに参拝しましょう」「写真撮影時に建物に触れ

ないようにしましょう」といった具体的な行動メッ

セージを掲示し、観光客が文化遺産を尊重する行動

を取るよう誘導するといった視覚的なアイコンや事

例紹介を活用することも関連する。 

 

しかしそれ以外のターゲットに寄与する可能性が

示された。 

 

ターゲット 12：つくる責任つかう責任 

 

12－b 地域に仕事を生み出したり、地方の文化や特

産品を広めたりするような持続可能な観光業

に対して、持続可能な開発がもたらす影響を

はかるための方法を考え、実行する。 

 

ナッジ理論にある情報開示は、観光客の消費行動

を持続可能なものに変えることが可能である。たと

えば、地元で生産された製品を「ローカルラベル」

として可視化することで、持続可能な消費を促進で

きるということである。 

 

ターゲット７：エネルギーをみんなに。そしてクリ

ーンに 

 

7－a 2030年までに、国際的な協力を進めて、再生

可能エネルギー、エネルギー効率、石炭や石

油を使う場合のより環境にやさしい技術など

についての研究を進め、その技術をみんなが

使えるようにし、そのために必要な投資をす

すめる。 

 

観光に伴う二酸化炭素排出量の増加は、気候変動

への悪影響をもたらしていることが昨年度行った石

見銀山を研究する中でわかった。鎌倉市におけるナ

ッジによる公共交通機関の利用促進の施策は、ター

ゲット７の達成に貢献すると考えられる。 

ターゲット 8：働きがいも経済成長も 

 

8－9 2030年までに、地方の文化や産品を広め、働

く場所をつくりだす持続可能な観光業を、政

策をつくり、実施していく。 

 

持続可能な観光業は、地域経済に貢献するだけで

なく、地元住民に安定した雇用機会を提供する。こ

うした施策は、多くの雇用を創出し、地域全体の観

光業を持続可能なものにしていた。これにより地元

経済の多様性と持続可能性を促進できる。 

 

２．調査を通じて得られた示唆 

調査を進めた結果、ナッジを活用した政策設計は、

単に都市の持続可能性を向上させるだけでなく、観

光業を中心とした幅広い社会課題を解決する鍵とな

ることが分かった。たとえば、京都の観光地で地元

製品の購入を促すキャンペーンは、地域経済の活性

化（ターゲット 8）と持続可能な消費（ターゲット

12）を同時に達成する可能性を持つ。 

さらに、ナッジの特性である「小さな変化で大き

な効果をもたらす」アプローチは、京都のような観

光都市が直面する複雑な問題に対して有効であるこ

とが示された。このことから、観光業が SDGs の目

標達成に寄与する可能性が広がると言える。 

 

３．本研究の課題・今後の展望 

 

「プロジェクトNUDGE」は、京都市におけるオ

ーバーツーリズム問題の解決を目指し、行動経済学

の知見を活用して人々の選択を自然に促す「ナッジ」

の有効性を 2年間にわたり追求してきた。2024年度

の石見銀山や宮島での調査、2025年度の鎌倉市での

実地調査（FW）を経て、現在は研究の集大成として

具体的な施策を提言し、その社会実装を模索する段

階にある。これまでの調査研究から得られた知見に

基づき、今後の課題と展望を以下の通り整理する。 

今後の展望における第一の柱は、行政および市民

との強固な連携体制の継続である。鎌倉市役所での

聞き取り調査では、情報の開示をあえて制限するこ

とで観光客を分散させるという、宮島や京都市とは

異なる戦略の有効性が示唆された。こうした多様な

先進事例から得られた理論を京都市の課題に適応さ
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せるためにも、地域住民や自治体、関係機関との協

働プロセスを確立し、持続可能な観光地運営の手法

を追究し続ける必要がある。 

第二の柱は、提言内容の客観的な効果検証である。

本プロジェクトでは、市バスの扉床面へのデザイン

や，海外の事例を参考にしたリアルタイム混雑状況

のより効果的な視覚化といった、小さな変更で大き

な効果を狙う具体的なナッジのデザインを考案した。

これらの案はすでに京都市交通局や「市長への手紙」

を通じて提出されているが、今後はこれらを実際の

現場で運用する実証実験を行い、人々の行動変容を

データとして測定・評価することが不可欠なステッ

プとなる。 

第三の柱として、本研究で培ったノウハウの他分

野への応用が挙げられる。オーバーツーリズム問題

という特定の課題解決を通じて得られたナッジの活

用法や具体的なアイデアを整理し、他の地域課題や

社会的な課題の解決にも展開していくことが期待さ

れる。 

今後の研究における重要な課題は、いかにして「だ

れも取り残さない持続可能なまちづくり（SDGs 目

標 11）」を具現化するかという点に集約される。観光

客の利便性と住民の生活環境の維持を両立させるた

めには、ナッジという手法を単なる一過性の施策に

留めるのではなく、あらゆる場所に自然に溶け込ま

せていく工夫が求められる。国家と社会が協働して

「バスに乗れない」といった日常的な困りごとを解

消し、世界の文化遺産を次世代へ守り伝えていくた

めの努力を強化していくことが、本プロジェクトの

最終的な使命である。 
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